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精神科を専門とする医療機関では、治療技術の進歩や精神科患者の QOL と

いう観点等から入院期間の短縮化が大きな流れとなっている。 

 

一方で、精神障害者をひとつのカテゴリーとして障害者雇用促進法の枠組

みのなかでも扱っていこうという流れは、精神障害者の QOL という観点だけ

でなく多様な構成員からなる社会全体の幸福および満足度を高めていくとい

う観点から望ましい方向性であることは確かであるが、その実現の過程で精

神障害者およびその家族だけでなく受け入れ側である職場に於いてもチャレ

ンジであることは間違いがないだろう。 

 

こうした中で、施設内での職業前訓練ではない形での「就労支援」につい

て、最近になって「精神障害者の医療機関による就労支援」が徐々にではあ

るが注目を集めている。 

 

医療機関が患者である精神障害者の就労支援を直接に行うことで、①医療

の第一の目的である治療成績の向上につながるだけでなく、②就労後のフォ

ローアップにまで医療機関が係ることを通じて精神障害者の職場への定着=

職場への貢献度の向上に繋がる、ということが見えてきた。 

 

今回のヘルスケアノートでは医療機関による就労支援という活動に先駆的

に係わってきた著者たちにより、こうした点について解説をして頂くととも

に、医療機関が就労支援を始める際の具体的な方法についても語っていただ

いた。 

 

「就労支援」は現時点ではまだ医療機関にとって診療報酬などによる公の

財務的バックアップのない活動ではあるが、それが真に社会的に有用なもの

であるならば様々な手立てが講じられる可能性もあると考えられるところか

ら、テーマとして取り上げた。 

 

（野村ヘルスケア･サポート＆アドバイザリー 吉田） 
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